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ＬＰガス商慣行是正に関する取組状況について

２０２５年６月２３日

日本瓦斯株式会社
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第１２回総合資源エネルギー調査会
資源・燃料分科会石油・天然ガス小委員会液化石油ガス流通ワーキンググループ
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会社概要

会社名（商号） 日本瓦斯株式会社（NIPPON GAS CO.,LTD.) ／ニチガス

本店所在地 東京都渋谷区代々木４丁目３１番８号

代表者 代表取締役社長執行役員 柏谷邦彦

事業所 本社、営業所（９０カ所） その他（保安点検センター・デポステーション）

設立年月日 １９５５（昭和３０）年７月２９日

売上高 ２，０００億５，７００万円［2025年3月期］

従業員数 連結１９５４名［2025年3月31日現在］

事業内容 総合エネルギー事業（LPガス・都市ガス・電力の販売）

事業規模 関東圏（含静岡・山梨・長野）で２００万契約（含 都市ガス・電気）

初台本社ビル
（東京都渋谷区）

夢の絆
（神奈川県川崎市）

2025年4月1日現在
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２０２４年５月「取組宣言」を公表

①過大な営業行為の制限
正常な商慣習を超えた利益供与の禁止
LPガス事業者の切替えを制限する条件付き契約の締結禁止

②三部料金の取組み
三部料金をお客さまに明示、LPガス料金の透明化を推進

③ＬＰガス料金等の情報提供
入居希望者へのLPガス料金の事前提示の努力
入居希望者からの情報提供要請に協力

④組織体制の整備
コンプライアンス体制の維持、法令遵守
お客さま、協力会社、お取引先等の関係者へ本宣言を周知

取組宣言
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＜ＬＰガス商慣行見直しに向けた取組宣言（こちら）＞

社員教育を通じて周知

本社主導で
体制の構築と伝達

https://files.microcms-assets.io/assets/dc5078bb619b44e981f63da17a6bea97/99208216d6bf42a1956521579cd21b1c/20240520_%E3%83%8B%E3%83%81%E3%82%AC%E3%82%B9%EF%BC%9A%E5%95%86%E6%85%A3%E8%A1%8C%E8%A6%8B%E7%9B%B4%E3%81%97%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%9F%E5%8F%96%E7%B5%84%E5%AE%A3%E8%A8%80.pdf
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■当社の原則・スタンス
改正省令に則り、原則として不動産管理会社やオーナー等に対する金銭的利益供与を
行わない方針

◉ 改正省令で禁止されている以下の行為はしない
➢ 消費者によるＬＰガス事業者の選択を阻害する契約条件の設定
➢ 正常な商慣習を超えた利益供与や問題となり得る継続的な紹介料等の支払い

◉ 法令遵守を最優先
➢ 取引の透明性を確保し、お客さま・消費者のＬＰガス事業者選択の自由を尊重

■全営業社員を対象に研修を実施
・期間
：２０２４年７月から２０２５年２月まで 全４回／受講者延べ約１，０００名

・主要な研修事項
：改正省令ポイント、対応方針（体制、設備無償貸与の廃止、ガス料金無料の禁止、関係者への対応を含む）等
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①過大な営業行為の制限
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■2025年4月から請求書等で設備料金の表示を開始
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②三部料金制

■適時・適切なガス料金等の情報を提供

：入居希望者・オーナー・不動産会社からガス料

金等の問い合わせを受けた場合、適時・適切に

情報の提供に努めている

：社内研修等を通じた周知のほか、お客さま・消

費者との接点が多いコールセンターにも周知

③料金等の情報提供

［社外秘情報（非公開）］

＜社内研修会資料（抜粋）＞

［社外秘情報（非公開）］

＜お客さまへの請求書等の通知例＞
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■社内体制

・社員からの質問を受け付ける体制を整備
・切替時に費用が生じる案件を管理部門長
が適時に確認し、適法性を確保

・内部監査部門による監査の実施

④組織体制の整備 社内体制・ステークホルダーへの周知
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＜集合住宅の所有者に対する通知（一部抜粋）＞

集合住宅の所有者・不動産関係者・建設事業者
に対して、「取組宣言」をもとに丁寧に説明の
うえ、改正省令の遵守と履行の協力を要請
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④組織体制の整備 営業委託先の管理

7

・弁護士による講習（コンプライアンス・特定商取引法・各事業法）

・営業活動を始める前に必須で受講させる

・十分に法令を理解していない場合は再受講を課す
目的：①法令遵守体制を強化すること

②苦情・相談等の事例を分析し、お客さま目線での営業を実施すること
内容：法令の概要・留意事項、クレーム事例等の共有（未然防止のための対応）
実績：2024年4月1日～2025年3月31日まで 回数 52回 受講者数 1,119名

2025年4月1日～2025年6月17日まで 回数 13回 受講者数 527名

同業他社への紹介や斡旋を禁止し、当社の専属パートナーであることを課す
～「反社」やいわゆる「ブローカー」的行為・関与を一切排除～

営業活動の情報を集約、管理部門によるモニタリング体制を構築
➡必要に応じて指導（講習受講/面談）・是正改善・活動停止を指示

契約更新の場合もスタッフには新たに講習会の受講（最低：１年１回）を課す

モニタリング

講習会の受講

契約の締結

契約更新 or 終了

稼働開始
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【主な効果】

◎ＬＰガス料金の透明化と消費者保護の強化、そしてＬＰガス業界の健全化が促進
➢ 過大な営業行為が制限され、不当な契約解除制限が禁止されたことで、消費者はＬＰガス事業者を自

由に選択できる環境が整備された。

➢ これにより、ＬＰガス事業者間の競争が活発化し、各社がガス料金やサービスの向上に努め、競い

合うことで、ＬＰガス業界全体の消費者からの信頼と品質の向上が期待される。

【当社方針】

◎昨今の物価高騰を受け、消費者の皆さまの光熱費削減への意識はますます高まっている。ＬＰガス事業者自
らが料金の適正化に向けて取り組まなければ、全電化や都市ガスへの転換が進み、ＬＰガスの利用者が減少し
てしまうと認識。

◎同時に、持続可能な社会への貢献は、SDGsの観点からもＬＰガス事業者の重要な責務と考え、ＬＰガス料金
の適正化に加え、ハイブリッド給湯器のような高効率機器を積極的にご提案することで、お客さまの
エネルギーコスト削減と環境負荷低減に貢献する。

◎改正省令を遵守し、ＬＰガス料金の適正化を推進。ＤＸを駆使した物流・オペレーションにより徹底的な
コストダウンを推進し、お客さまのエネルギー費用を低減。これに加え、最適なガス機器をはじめとする
エネルギー機器類をご提案することで、これからも消費者の皆さまから支持される総合エネルギー企業を
目指す。

改正省令施行による「効果」と「当社方針」
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◎三部料金制「設備料金」表示について

● 三部料金制において、ＬＰガス料金に設備料金を含めない場合の「客観的な根拠に基づく説明」義務
が課されている一方で、「設備料金」を計上している場合、その算定根拠が不明瞭であるとの消費者
の声も想定され、しっかりとした検証が必要。

◎「貸付配管」問題の解決に向けて

● 当社は、本ＷＧ参加当初より、消費者の皆さまの声を反映し、「貸付配管」問題の喫緊の解決が必要
であると提言してきた。

● ２０２４年４月１９日付のＷＧ中間取りまとめにおいては、「貸付配管をめぐる取組状況や課題の有
無等についてモニタリングを継続し、例えば３年後を目途として、制度上の対応の要否を検討」する
との方針が示された。また、本ガイドラインでは、「今後の新規契約においては、建物所有者と配管
所有者を一致させ、貸付配管を行わない方向で取り組んでいくことが望ましい」との具体的な方向性
が示されたことは、大きな進展であると認識している。

● 「無償機器問題」について、大きな前進が見られ、長期間LPガス事業者の切替えを制限する条件付き
契約の締結禁止が示されたが、同じ考えに則り、ＬＰガス業界への信頼を一層高めるために、「貸付
配管問題」についても早期解決が不可欠であると考える。本ＷＧにおいて、「貸付配管」問題の解決
に向けた具体的な議論が早々に開始されるよう、提言する。

今後の課題
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ご成長ありがとうございましたっ。
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